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Japan Tax Newsletter 

デロイト トーマツ税理士法人 

2022 年 5 月 1 日号 

令和 4 年 4 月１日から適用開始されるグループ法人税制等の改正 

～通常の単体申告法人にも影響あるため要確認～ 

1. 令和 4 年 4 月 1 日以後開始事業年度に適用になる改正の概要

令和 2 年度税制改正により連結納税制度はグループ通算制度に改組されたが、それに伴い、通常の単体申告を行っている

法人にも影響のある改正が行われ、令和 4 年 4 月 1 日以後開始事業年度について適用が開始される（以下「本改

正」）。 

主な内容はグループ法人税制についての改正である。グループ法人税制は完全支配関係（100％の資本関係）のある法人

間の取引に適用される規定を総称したものであり、その代表的なものには、完全支配関係のある法人間の譲渡損益の繰延

べや、受贈益・寄附金の益金不算入等についての取扱いがある。 

本改正は、グループ通算制度を適用している場合のみならず、通常の単体申告を行っている場合でも適用されるため注意が

必要である。 

本改正は原則として、令和 4 年 4 月 1 日以後開始事業年度について適用される。 

具体的な改正内容は次のとおりであるが、以下に詳しく解説する。 

項目 改正内容 

受取配当等の益金不

算入制度 

◼ 関連法人株式等又は非支配目的株式等に該当するかどうかの判定については、完全支配

関係のあるグループ内（現行：連結グループ内）の法人全体の保有株式数等により行う

◼ 関連法人株式等に係る負債利子控除額が、関連法人株式等に係る配当等の額の 4％相

当額（その事業年度において支払う負債利子の額の 10 分の１相当額を上限）に変更され

る

Executive Summary 

◼ 令和 2 年度税制改正により連結納税制度はグループ通算制度に改組されたが、それに伴い、通常の単体申告

を行っている法人にも影響のある改正が行われ、令和 4 年 4 月 1 日以後開始事業年度について適用が開始さ

れる

◼ 本改正の主な内容はグループ法人税制についての改正であり、グループ通算制度を適用している場合のみなら

ず、通常の単体申告を行っている場合でも適用されるため、注意が必要である

◼ 本改正は原則として、令和 4 年 4 月 1 日以後開始事業年度について適用される

◼ 主な内容は、受取配当等の益金不算入について、所有株式の割合の判定方法、控除負債利子の計算方法

の変更、貸倒引当金の設定対象となる金銭債権から完全支配関係のある法人間の金銭債権を除く改正など

である
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寄附金の損金不算入

制度 

◼ 寄附金の損金算入限度額の計算の基礎となる資本金等の額について、資本金の額及び資

本準備金の額の合計額又は出資金の額とされる 

貸倒引当金 ◼ 完全支配関係のあるグループ内（現行：連結グループ内）の法人間の金銭債権が貸倒引

当金の対象となる金銭債権から除外される 

資産の譲渡に係る特

別控除額 

◼ 資産の譲渡に係る特別控除額の特例について、完全支配関係のあるグループ内（現行：連

結グループ内）の各法人の特別控除額の合計額が定額控除限度額（年 5,000 万円）を

超える場合には、その超える部分の金額が損金不算入とされる 

 

2. 受取配当等の益金不算入制度 

1) 関連法人株式等又は非支配目的株式等の判定方法 

関連法人株式等（保有比率 1／3 超 100％未満）又は非支配目的株式等（保有比率 5％以下）に係る受取配当

等に該当するかどうかの保有比率の判定は、本改正前は、連結納税を採用しない法人については各法人において行ってい

た。本改正により、グループ通算制度を適用しない場合であっても、完全支配関係のあるグループ内の法人について保有株式

数を合算して判定することに変更された（法法 23④、⑥）。 

改正前 改正後 

◼ 関連法人株式等又は非支配目的株式等に該

当するかどうかの判定については、各法人の保有

株式数等により行う 

◼ 連結納税制度を適用している場合には、連結グ

ループ内の法人全体の保有株式数等により行う 

◼ 関連法人株式等又は非支配目的株式等に該当する

かどうかの判定については、完全支配関係のあるグルー

プ内の法人全体の保有株式数等により行う 

 

 

本改正後の受取配当等の原因となる株式等の判定は、次のとおりである。 

株式等の区分 保有比率 定義 
受取配当等の 

益金不算入額 

完全子法人

株式等 

100％ 配当等の計算期間の初日から末日まで継続して完全

支配関係がある法人の株式等（法 23⑤ 、法令 22

の 2 ） 

益金不算入額＝受取配

当×100％ 

（法 23① ） 

関連法人株

式等 

1／3 超

100%未満 

内国法人（完全支配関係のある他の法人を含む）

が他の内国法人の発行済株式等の 3 分の１超を前

回の配当等に係る基準日等の翌日から今回の配当等

の基準日等まで引き続き保有する場合のその株式等

（法 23④、法令 22） 

益金不算入額＝（受取

配当-負債利子）×

100％（法 23① ） 

その他株式等 5%超 1／3

以下 

完全子法人株式等、関連法人株式等、非支配目的

株式等のいずれにも該当しない株式等 

益金不算入額＝受取配

当×50％ 

（法 23①） 

非支配目的

株式等 

5％以下 内国法人（完全支配関係のある他の法人を含む）

が他の内国法人の発行済株式等の 100 分の 5 以下

をその配当等の基準日等において有する場合のその株

式等（法 23⑥、法令 22 の 3） 

益金不算入額＝受取配

当×20％ 

（法 23①） 

 

本改正の結果、完全支配関係のあるグループ内の複数の法人が保有する株式数を合算し、受取配当等の原因となった株

式等の区分を判定することになるため、益金不算入割合が上がる可能性がある。 

例えば、次の図のように完全支配関係のある P 社と A 社で合計 35％を保有している X 社からの受取配当等については、前

回基準日等の翌日からの継続保有等を要件に、関連法人株式等に係る受取配当等と判定されることになり、改正前であ

ればその他株式等に係る受取配当等として益金不算入割合 50％であったものが 100％に引き上げられる。 
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実務上は、完全支配関係のあるグループ内の法人が保有する株式数について、情報共有のうえ確認することが必要である。 

 

2) 負債利子控除の計算 

受取配当等の益金不算入額から控除される負債利子額は、本改正前は総資産按分による計算により算出されていたが、

これが関連法人株式等に係る配当等の額の 4％相当額（その事業年度において支払う負債利子の額の 10 分の１相当

額を上限）に変更された（法令 19①②）。 

改正前 改正後 

◼ 総資産按分による計算により算出 ◼ 関連法人株式等に係る配当等の額の 4％相当額 

◼ その事業年度において支払う負債利子の額の 10 分の

１相当額を上限（注） 

（注）グループ通算制度を適用する場合には、通算グループ全体の負債利子の合計額の 10 分の 1 相当額が上限になる 

総資産に比して支払利子の金額が多く負債利子控除が多額であった場合などには、負債利子控除額が縮小（益金不算

入額が拡大）する影響がある可能性があり、確認が必要である。 

 

3. 寄附金の損金不算入制度 

寄附金の損金算入限度額のうち、資本基準額を計算する際に使う資本金等の額について、資本金の額及び資本準備金

の額の合計額に変更される。 

改正後の損金算入限度額の計算は、次のとおりである。 

区分 損金算入限度額 ①資本基準額 ②所得基準額 

一般寄附金 (①+②)×1/4 

(法令 73①一) 

事業年度終了の時における資

本金及び資本準備金の額の合

計額又は出資金の額 

×当該事業年度の月数/12 

×2.5/1,000 

(法令 73①一イ) 

当該事業年度の所得の 

金額 

×2.5/100 

(法令 73①一ロ) 

特定公益増進法人等

に対する寄付金 

(①+②)×1/2 

(法令 77 の 2①一) 

事業年度終了の時における資

本金及び資本準備金の額の合

計額又は出資金の額 

×当該事業年度の月数/12 

×3.75/1,000 

(法令 77 の 2①一イ) 

当該事業年度の所得の 

金額 

×6.25/100 

(法令 77 の 2①一ロ) 

P社

A社

X社100％

35％

15％

完全支配関係のある法人の

保有株式を合算して判定

20％

＋

＝
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4. 貸倒引当金 

本改正前は、連結納税を適用する場合にのみ、連結グループ内の法人間の金銭債権は除外されることとされていたが、これ

が、グループ通算制度の適用有無を問わず、完全支配関係のある法人に対する金銭債権を除外することに変更される（法

法 52⑨二）。 

改正前 改正後 

◼ 連結納税を適用している場合、連結完全支配

関係がある連結法人に対する金銭債権を設定

対象から除外 

◼ 完全支配関係がある他の法人に対する金銭債権を設

定対象から除外 

 

5. 資産の譲渡に係る特別控除額 

資産の譲渡に係る特別控除額の特例について、複数の制度を適用する場合には、その特別控除額の合計額が定額控除

限度額（年 5,000 万円）を超える場合には、その超える部分の金額は損金算入することができない。 

本改正前は連結納税を適用する場合のみ、連結グループ全体の合算額で適用することとされていたが、本改正により、グルー

プ通算制度の適用有無を問わず、完全支配関係のある法人の合算額で判定することとされた（措法 65 の 6）。 

具体的には、本改正後において完全支配関係のある法人の特別控除額の合算額が年 5,000 万円を超える場合には、各

法人において、その超える金額を各法人の特別控除額の比率で配分した金額を損金不算入とすることになる。 

 

（東京事務所 大野 久子） 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 
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